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技術集約的製品の貿易の拡大と多国籍企業の役割
新 保 博 彦
はじめに
技術集約的製品の貿易の増加は80年代の世界貿易の拡大をけん引し，それをつうじて新たな
成長の極を形成した。だが，この過程は成長の極の内部と外部に著しい不均衡ももたらした。
技術集約的製品を生産しているのは，多くの場合膨大な技術開発，研究開発費を投じている
多国籍企業である。多国籍企業のグローパルな展開が技術集約的製品の貿易を拡大させてきた
最も重要な要因である。
したがって今日では商品の流れと直接投資の流れは非常によく対応している。日本などから
アメリカへ向けての技術集約的製品の輸出が急増しているが，それとともにそれらを生産して
いる企業の対米直接投資も著しく増大しているのである。この対応こそが，実はあらゆる資源
をアメリカという固に集中させてしまうという意味で，今日の世界経済の最も困難な諸問題の
1 つとなっているといえるだろう。
本稿は技術集約的製品の貿易とその不均衡の拡大に多国籍企業がどのような役割を果たして
いるか，またそれが世界経済にどのような問題をもたらしているかを次の順序で考察していき
Tこし、。
まず I では日本，アメリカ，アジア NIES の直接投資の動向を検討し，その面での今日の
不均衡の特徴を明らかにする。 E ではアメリカの多国籍企業と，アメリカに進出したアメリカ
以外の先進国の多国籍企業による貿易の動向と，それが貿易全体に与えている影響を分析する。
置ではあらためて多国籍企業が技術集約的製品の貿易不均衡の拡大にどのような役割を果たし
ているかなどについて総括的に検討する。最後にNでは，従来は全く別の枠組で検討されてき
た貿易と資本移動の理論の統合を可能にするカギは何かについて，これまでの理論のサーヴェ
イをふまえ，私の企業論的アプローチから若干の問題提起を試みてみたい。
(1) 技術集約的製品は SITC の 5 (化学〉と 7 (機械，輸送機器〉の製品である。
( 2 ) 1970"-'80年代の技術集約的製品の貿易については私の「技術集約的製品の貿易の急増とその不均衡
の拡大」を参照。
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1. 日本，アメリカ，アジア NIES の直接投資
70年代の後半からの世界の直接投資の全般的な動向については私の『多国籍企業と南北問
題』ですでに詳しく検討した。本節ではそのうち，今日の貿易不均衡の最も重要な担い手であ
る日本，アメリカ，アジア NIES をとくにとりだしてその直接投資の特徴を明らかにしてみ
ずこし、。
まず日本からみていこう。日本の直接投資についてもすでに検討しているが，その後出版さ
れた『財政金融統計月報』の新しい号を用いてさらに詳しく国別にみていきたし、。~財政金融
統計月報』の最も古い調査時点は1973年 3 月末になるので， 70年代はその時から1981年 3 月末
までの 8 年間になる。 80年代はそれから1987年 3 月末までの 6年間である。地域としては，先
進国を北アメリカ，ヨーロッパ，オーストラリア，ニュージーランドとした。それ以外は途上
国である。また産業としては製造業のうち，化学，機械，電機，輸送機の 4 つの産業をとくに
高研究集約度 CHRI)産業としてとりだした。それらの産業は貿易の分野で技術集約的製品と
して分類される製品を生産する産業である。さらに電機は HRI 産業の中でもとくに成長が著
しく，日本，アメリカ，アジア NIES の聞の不均衡が大きい産業であるのでとりあげた。
以上を前提にして表 1 -1 をみてみよう。まず第 1 に， 70年代の製造業の直接投資の年平均
増加率が27.9%であること， 80年代にはそれが大幅に低下しているとはいえ14.4% と，次にみ
るアメリカなどと比べると依然高い水準にあるのがわかる。その中でも HRI 4 産業はそれよ
りもさらに高い伸びを示している。 70年代は34.0% ， 80年代は17.3%である。こうして 1986年
度末の HRI 産業の直接投資額 159億ドルは製造業合計 282億ド、ルの 56.3%を占めるにいたっ
た。
第 2 の特徴は，先進国とりわけアメリカの比重が著しく上昇したことである。日本の直接投
資は従来は製造業においても途上国向けの比重が高かったが， 1986年末には先進国と途上国の
比重はほぼ同じになった。アメリカに対する直接投資の増加率は， 70年代と 80年代をつうじて，
製造業合計， HRI 産業，電機のどれについても，ここでとりあげた国，地域区分のどの増加率
よりも高し、。 1986年度末の世界合計に対して，製造業の32.9% ， HRI 産業の39.8%，そして電
機はなんと 56.8%をアメリカ 1 国向けが占めている。
一方，アジア NIES に対する直接投資は増加率としても金額としても低いとはいえないが，
あまりにもアメリカに対する投資が多いため，相対的な比重としては低下し続けている。その
結果， 1986年度末の世界総合計に対するアジア NIES 向けの比重は，製造業では13.8% ， HRI 
産業では16.5%，電機では17.5% まで、下がった。
(3) 新保博彦『多国籍企業と南北問題』同文館， 1989年，第 2 章参照。また奥村茂次編『現代世界経済
と資本輸出』ミネノレヴ、ァ書房， 1988年もあわせて参照されたい。
- 22 ー
技術集約的製品の貿易の拡大と多国籍企業の役割
表 1 -1 日本の対外直接投資(製造業〉 〈単位: 100万ドル〉
1973.3 1981. 3 1987.3 
世 製 造 業 1, 752 (100) ; 12, 573 (1009]) 28, 206(1040]>
" [27. [14. 界 H R I 583 (100) , 6, O78(100]> 15, 869 (100) 
i口L [34.0 [17.3 
電 機 172 (100) l , 579(100]> 4, 734(100l]言十 [31. 9 [20. 
先 製 造 業 471 (26.9) 4, 008([ 31.9>] 13, 509([ 47.94]>
30. 7 22. 
進 H R I 122 (20.9) l , 987([ 4321..77]> 8, 524([ 2573..57]) 
国
電 機 35 (20.3) 810([ 4581..31] 3, 296([ 69.6>]計 26.4 
ア 製 1、左巳色 業 176 (10.0) 2, 056([ 3166..40]> 9, 267([ 32.9>]
28.5 
メ H R I 60 (10.3) l , 191([ 419.6]) 6, 321 ([3329..81>]
リ 5.3 
電 機 27 (15.7) 653([ 441.4]> 2, 688([ 56.8>]
カ 8.9 26.6 
途 製 1、左巴!-. 業 1, 281 (73. 1) 8, 565([ 68.1]> 14, 697([ 52.1]
26.8 9.4 
上 H R I 461 (79.1) 4,093([ 3671..43]) 7, 345([ 46.3]) 
国 10.2 
電 機 137 (79.7) 770([ 48.8]> l , 439 [[30.4>]
計 24. 1 11. 0 
ア 製 造 業 404 (23.1) l , 997([ 15.9] 3, 891 ([13.8>]
ミ〆 22. 1 11. 8 
ア H R 154 (26.4) l , 182([ 19.4>] 2, 626([ 16.5]N 29.0 14.2 
E 電 機 78 (45.3) 431 ([27.38]) 829([ 17.5]) 
S 23. 11. 5 
(注) 1) 先進国には，北アメリカ，ヨーロッパ，オーストラリア，ニュージーランドが含まれる。それ以
外はすべて途上国とした。アジア NIES は韓国，台湾，香港，シンガポーノレの 4 カ国である。
2) HRI には化学，機械，電機，輸送機の 4 つの産業が含まれる。
3) ()は各年の世界合計を 100 とする構成比， c )はそれぞれの期聞の年平均増加率である。
(出所〉 大蔵省『財政金融統計月報』各号。
このような直接投資の動向は貿易の動向とかなり一致している。日本の技術集約的製品の輸
出の年平均増加率は70年代は23.7% ， 80年代は1 1. 2%で， とくに80年代は他の国に比べて高か
った。そしてその中でもアメリカに対する輸出は年平均19.6% も増大し， 1986年の全輸出に対
する対米輸出の比重は42.8%まで上昇した。アジア NIES に対する輸出は，アジア NIES の
側からみると決定的な意味をもっているが，日本の側からみるとその相対的な比重は決して高
くはないのである。
(4) 前掲論文(注 1 )表 1 -1 , 2 ，表 ill-2 。
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次に，アメリカの直接投資についてみていこう。アメリカの対外直接投資については，アメ
リカ商務省が1966， 77, 82の各年度について本格的な調査を実施している。その内容の一部に
ついては先にあけ'た私の著作を参照していただくとして，本稿では貿易のデータと対応させら
れるように1970， 80, 86年のデータをとりあけγこ。
こうすると表 1-2 のようにいくつかの項目について不明の個所がでてくるが，とりあえず
はこの表にもとづいて検討してみたい。この表はまず，アメリカの製造業の直接投資の年平均
増加率が， 70年代には11. 1% ， 80年代には 2.7 %と日本と比べると著しく低いということを明
らかにしている。アメリカの HRI 産業は化学，機械，電機・電子，輸送機器からなり日本と
表 1-2 アメリカの対外車接投資(製造業〉 (単位: 100万ドル〉
1970年 1980年 1986年
世 製 造 業 31, 049 (100) 89, 160 <1001>]
[ 2 
界 H R I 18, 765 (100) 
i日L [11 
電機・電子 7, 266 (100) 
計
先 製 造 業 25, 572 (82.4) 71.385([80.1>]
10.8 
進 H R I 15, 778 (84.1) 44, 634 <[811.7>]
国 1.0 
電機・電子
計
5, 416 (74.5) 4,684([ -623..34>]
日 製 造 業 768 (2.5) 2, 971 
10. 
H R I 180* (一〉 2, 303 (4.2) 
12. 
電機・電子 202 (2.8) 
本 15. 
途 製 造 業 5, 477 (17.6) 17,775([ 19.95]) 
12. 1.9 
上 H R I 2, 986 (15.9) 9, 981([ 1182..38>]
国
電機・電子
言十
1, 849 (25.4) 2,721([ 366..77)]
ア 製 造 業 1, 265 (1. 4) 
ジ 13. 
ア H R 817* (一〉 2, 219* (一〉N 
I 
E 電機・電子 421 ( 5.8) 
S 18. 
(注) 1) *は (D) を含むことを示す。したがって金額は過小に計上されている。
2) アジア NIES は表 1-1 のとおり。
3) HRI には化学，機械，電機・電子，輸送機器の 4 つの産業が含まれる。
4) ()は各年の世界合計を 100 とする構成比， ( J はそれぞれの期間の年平均増加率である。
(出所) 1970年: U. S. Dept of Commerce, Selected Data on U. S. Direct Investment Abroad, 
1950-76, 1982. 
1980，股年: U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, various issues. 
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ほぼ同じ構成であるが，この産業の増加率も製造業合計をわずかに上回るだけである。次に注
目しなければならないのは，アメリカの直接投資における対先進国投資の比重の高さである。
製造業合計でも HRI 産業でも 70年代と 80年代をつうじて対先進国投資の比重は80%をこえて
いる。
以上のような全般的な特徴と著しく異なるのは，電機・電子のアジア NIES 向け投資であ
る。 1970年の電機・電子のデータがないので， 1980年代についてみてみよう。世界合計でみる
と確かに電機・電子の増加はわずかで、ある。しかし先進国向けと途上国向けの比重は大きく変
化した。先進国は 7.3 億ドル減少し途上国は 8. 7 億ドル増加したO そのうちの 7.3 億ドルはア
ジア NIES 向けの増加である。こうしてアジア NIES 向けの占める比重はわずか 6 年間に10
%ちかくも上昇した。またアジア NIES 向けの全製造業投資額27億ドルの42.9%を電機・電
子産業が占めるようになった。
ところで，アメリカの技術集約的製品の輸出の年平均増加率は， 70年代にすでに17.2%で日
本よりも低かったが， 80年代にはわずかに 2.2%にまで低下した。しかしエレクトロニクス製
品だけをとってみると 1 1. 2% と他の産業とは比較にならないほど高し、。とくにアジア NIES
に対しては全エレクトロニクス製品で18.8%，電子部品では26.8% ときわめて高い。そしてア
ジア NIES に対する電子部品の貿易は，エレクトロニグス製品の中では唯一貿易収支を実貿
的に大幅に改善している。アメリカはこの領域においてなお国際競争力を維持しており，その
力を背景にして直接投資を増大させている。しかし，これ以外の製品については日本などの企
業と対抗することができず，直接投資を行う力を失いつつあるといえるだろう。その意味で，
アメリカについても日本と同様に，商品の動きと直接投資の動きはほぼ一致しているのである。
最後にアジア NIES についてみていこう。アジア NIES などの急速な輸出志向工業化がア
メリカの多国籍企業のアウトソーシング戦略と密接に結びついているという点については私も
すでに明らかにした。こうした傾向は今後もしばらく継続していくだろう。本稿はこの過程で，
アジア NIES の企業がこれらの多国籍企業が活動している研究集約度の高い産業で徐々に成
長しつつあるとし寸事実に注目してみたい。そのためにここではアジア NIES の直接投資の
動向をみていくことにする。アジア NIES とはいっても香港とシンガポールについては資料
が不足しているので台湾と韓国について検討してみよう。
まず表 1-3 で台湾をみてみよう。台湾の対外直接投資は 1959年から80年までの 21年間に
1. 0億ド、ノレで、あったが， 80年代のわずか 6 年間に1. 7億ドルも増加し累計で2. 7億ドルになった。
さらに重要なのはその地域別，産業別構成の変化である。 1980年までは ASEAN V，こ対する投
資が全体の 3 分の l を占め，産業別にみると化学品製造業の比重が40%ちかくになっていた。
このような特徴は80年代に入って一変した。地域的にみるとアメリカが全体の60%を占めるよ
(5) 前掲論文(注 1 )表 I ーし 2 ，表lV-3 。
(6) とくに新保，前掲書(注 2) 第 5 章置を参照。
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表 1-3 台湾の対外直接投資(認可額〉 (単位: 1 ， 000US ドノレ〉
|総 ム口‘ 計 I ASEAN 言十 アメ リカ そ‘タご の 他
1980年 101 , 365* 33, 826 43 , 966 23, 573* 
総 i口L 計 (100) (33.4) (43.4) (23.3) 
271 , 832 70, 055 163, 156 38, 621 1986年
[17.9J (100) [12. 9J (25.8) [24. 4J(60. 0) [ 8.6J (14. 2) 
1980年 4, 219 438 
農 林 業 他 ( 4.2) 
1986年 5, 297 638 
[ 3, 9J ( 1. 9) 
86.983 32, 761 37, 126 
製 Z、企旦七 業 計 (85.8) (36.6) 
1986年 219, 150 68, 957 122, 794 
[16. 6J (80.6) [22.1J(45.2) 
1980年 10, 642 3, 255 6, 035 
電子・電器 (10.5) ( 6.0) 
製品製造業 1986年 92', 853 5, 251 81 , 602 
[43. 5J(34. 2) [54. 3J (30.0) 
1980年 38, 076 13, 876 24, 000 
化学品製造業 (37.6) 
1986年 42, 809 14, 609 28, 000 
[ 2.OJ (15.7) 
1980年 38, 265 15, 630 7, 091 
そ の 他 (37. 7) 
1986年 83, 488 49, 097 13, 192 
[13. 9J (30. 7) 
1980年 10, 313 627 6, 840 
建 設 業 他 (10.2) 
1986年 47, 385 460 40, 362 
[28. 9J (17. 4) 
(注) 1) *欄の数字は各産業欄の内訳の合計とあわないが，それぞれそのままの金額を掲載した。
2) 1980年は1959-80年の合計， 1986年は195与一86年の合計である。
3) ASEAN はタイ，マレーシア，シンガポール，フィリピン，インドネシアの 5 カ国である。
4) C) は各年の総合計を 100 とする構成比， ( J は 6 年間の年平均増加率である。
(出所〉 台湾研究所『台湾総覧』各年版。
3, 781 
4, 659 
17, 096 
27, 399 
1, 352 
6, 000 
200 
200 
15, 544 
21, 199 
2, 846 
6, 563 
うになり， ASEAN との格差をひろげ、た。産業別にみると電子・電器製品製造業が80年代には
年平均43.5%の増加率を示し，化学品製造業にかわって主導的な地位を確立した。電子・電器
製品製造業の中でも特に増大したのアメリカ向けで， 1986年には0.8億ドルにもなっている。
韓国についても表 1-4 でみるようにかなり共通の特徴を指摘できる。まず総額は1968年か
ら80年までの合計が1. 4億ドルで、あったが， 80年から86年までの 6 年間に 4.9億ドノレ増加し 6.3
億ドルになった。台湾ほど鮮明ではないが韓国の場合も投資先の重点が東南アジアから北米へ
重点が移っている。 1986年には世界合計6.3億ドルのうち北米向けが2.3億ドルで、36.2%を占め
ている。産業別にみてみると， 1986年に韓国で投資額が最も多いのは鉱業である。この産業の
投資はかなり地域的に分散している。次に投資額が多いのは製造業の1. 6億ドルで、ある。その
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表 1-4 韓国の対外直接投資 (単位: 1 ， 000 ドル〉
(地域別) I 総合計|東南アジア 中 東 北 米 中南米 ヨゴロアフリカ大洋州ッノ
1980年 141 , 905 50, 976 21 , 431 32, 219 7, 357 4, 262 23, 646 2, 016 
(100) (35.9) (15.1) (22.7) ( 5.2) ( 3.0) (16.7) (1. 4)1 
1986年 633, 341 120, 136 114, 068 229, 450 61 , 289 16, 461 11 , 404 80, 543 
[28.3J(100) [15. 4J (19.0) [32. 1J (18.0) [38.7J(36.2) ( 9.7) ( 2.6) ( 1.8) (12.7)1 
(買業)1 総合計|鉱
叩80年I 141 , 905 1 
業林業水産業製造業建設業運輸業貿易業不動産その他
(100) 
3, 211 19, 315 9, 027 
(2.3) (13.6) ( 6.4) 
25 , 007 24 , 453 2, 29327, 356 15, 644 15, 599 
(17.6) (17.2) ( 1.6) (19.3) (11.0) (11.0) 
1986年1 633, 341 1 244, 25855, 622 9, 958 160, 48334 , 888 2, 42777, 04425, 78922, 872 [ 28.3J(100) 1[105.8J(38.6) ( 8.8) ( 1.6) [36.3J(25.3) ( 5.5) ( 0.4) (12.2) ( 4.1) ( 3.6) 
(注) 1) 1986年の総合計がその地域別内訳の合計とあわないが，それぞれそのままの金額を掲載した。
2) 1980年は1968一一80年の合計， 1986年は1968-86年の合計である。
3) ()は各年の総合計を 100 とする構成比， c ]は 6 年間の年平均増加率である。
(出所〉 全国経済人連合会『韓国経済年鑑』各年版。
うち0.8億ドルはアメリカ向けで製造業の地域的な集中度は高い。
このように台湾や韓国は急速な輸出志向工業化にともない，とくに製造業の対外直接投資が，
それもアメリカ向けが増大している。もちろんこれらの企業が，自国に進出してきたアメリカ
などの先進国の多国籍企業から全く自立して成長していくのは難しし、。むしろ先進国の多国籍
企業との聞に密接な関係を形成し，それらによる戦略的提携の一翼を担いながら発展していく
ことになるだろう。そのような提携の形成は先進国の多国籍企業の側からも必要とされている
課題である。
以上のような台湾や韓国などのアジア NIES の最近の直接投資は，金額としてはまだ少ない
とはいえ，かなり早い時期から日本などアメリカ以外の先進国の直接投資と同じような特徴を
示しつつあるといえる。
ところで，アジア NIES の技術集約的製品の輸出が著しく電気機械，事務機械に集中して
いるのはすでに別稿で指摘したとおりである。アジア NIES の 1986年の技術集約的製品の輸
出447億ドルのうち62.9%の 281億ドルが両産業の輸出で、あった。またいわゆるエレクトロニグ
ス製品の輸出は48.6%の 217億ドルに達している。この間のアジア NIES の輸出志向工業化は
このエレクトロニクス製品の輸出拡大に負うところが大きい。そしてこのエレクトロニグス製
品の輸出総額に占めるアメリカ向け輸出の比重は， 1986年に45.5%でほぼ日本と同じ水準であ
る。もちろんこれにはアメリカ多国籍企業の在外子会社の輸出もかなり含まれているのはいう
(7) 韓国の1986年度末の直接投資の産業別・地域別構成については n987年度版 貿易年鑑』韓国貿易
協会， 1987年を参照。
また台湾と韓国の対外直接投資については小川雄平「発展途上国をめぐる資本輸出J， 奥村，前掲
書(注 2) 第 6 章，および同氏の「東南アジア一転換期のアジア NIESJ 柳田侃編『世界経済』ミネ
ノレヴァ書房， 1989年，第 5 章をあわせて参照されたい。
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までもない。しかし同時にアジア NIES 企業による対米輸出も増大しつつあるといえるだろう。
こうしてアジア NIES についても，直接投資のレベルが著しく低いとはいえ，その貿易と
直接投資の動きは対応しているのである。ただつけ加えておかなければならないのは，アジア
NIES とアメリカの場合は，少なくとも現段階では商品と直接投資の動きとは一致しつつ相互
的に行われているという点である。日本については， アメリカに対しでもアジア NIES に対
しでもこのような動きはみられない。
以上のように， 日本，アメリカ，アジア NIES の直接投資，とりわけ研究集約度の高い製造
業の各産業の直接投資の動きと，技術集約的製品の貿易の動きは，どの国についてもかなりの
程度対応しているといえるだろう。それは技術集約的製品の貿易が主に技術，研究集約度の高
い多国籍企業によって行われているからである。研究集約度の高い多国籍企業は，そのグロー
パノレな展開にともなって可能なかぎり貿易などを企業内のネットワークをつうじて行おうとす
る。そして，多国籍企業がその技術開発力によって新製品を生み出し新たな市場をグローパル
に創出していくのにつれて，貿易は拡大しまた企業内貿易が果たす役割も一層大きくなってく
る。
以下では投資と貿易の対応関係の確認からさらにすすんで，多国籍企業による貿易の現状と
今後の見通し，そしてそれがもたらす諸問題を具体的に検討していきたい。
11. アメリ力と日本の多国籍企業による貿易
多国籍企業による貿易をまずアメリカの多国籍企業とアメリカに進出してきた多国籍企業に
ついてみていこう。そのためにはアメリカの商務省が行ったセンサスを利用するのが最も適切
である。しかし，残念ながら対外直接投資については1982年が，対内直接投資については1980
年がセンサスの最新の調査年度であるのでそれらを用いるわけにはいかない。そこで，やはり
アメリカの商務省が発表している比較的簡単な調査結果を利用することにする。
表 II -1 はアメリカとアメリカ多国籍企業の在外子会社との貿易についての資料である。こ
の場合，貿易の一方の当事者は国としてのアメリカであって，アメリカ多国籍企業の親会社で
はない。したがってこれは企業内貿易についてのデータではない。しかし，アメリカ多国籍企
業の在外子会社が輸出する相手の企業は大部分はその親会社であるので，この資料は企業内貿
易にかなり近い内容を明らかにしていると考えられる。
この表によれば，アメリカの輸入は1982年から86年までの 4 年間に年平均13.5% も増大し，
輸出の増加率の 8.3%を大幅に上回っているのがわかる。その結果，貿易収支は 61億ドルの黒
(8) 前掲論文(注 1 )表 1 -2 ，表IV-l ，表1V-4 。なお表1V-4 のアジア NIES は台湾を除く 3 カ
国である。
(9) 多国籍企業の企業内貿易については新保，前掲書(注 2) の第 1 章を参照。
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表 II-1 アメリカとアメリカの多国籍企業の在外子会社との貿易収支(製造業，全子会社〉
〈単位: 100万ドノレ〉
1982年 1986年
輸入|輸出|収支 輸 入|輪 支
世 界 ム口、
6, 073 1 …|…| -590 (100) (100) (13.5) (100) I ( 8.3) (100) 
先 進 国 計 23, 578 28, 770 5, 192 39, 761 41 , 121 1, 360 
(75.8) (77.4) (14.0)(77.0) ( 9.3)(80.5) 
カ ナ ダ、 16, 429 16, 509 80 25 , 752 27, 652 1, 900 
(52.8) (44, 4) (1 1. 9)(49, 9) (13. 8) (54. 2) 
ヨーロッノミ 3, 225 9, 708 6, 483 6, 920 10, 643 3, 723 
(10.4) (26.1) (21. 0) (13.4) ( 2.3)(20.8) 
日 本 3, 288 1, 150 -2, 138 6, 663 1, 589 -5, 074 
(10.6) ( 3.1) (19.3) (12.9) ( 8.4) ( 3.1) 
オーストラリ他ア I 637 1, 403 766 426 1, 237 811 
( 2.0) ( 3.8) (-9.6)( 0.8) (-3. 1) ( 2. 4) 
途 上 国 E十 7, 529 8, 410 881 11 , 884 9, 934 -1 , 950 
(24.2) (22.6) (12. 1) (23. 0) ( 4.3) (19. 5) 
ラテンアメリカ 2, 965 5, 053 2, 088 5, 934 6, 289 355 
( 9.5) (13.6) [18.9)(11. 5) ( 5.6) (12. 3) 
他のアフリカ ( D ) 153 ( D ) 99 
( 0.4) (-10.3)( 0.2) 
中 東 124 175 51 ( D ) 157 
( 0.4) ( 0.5) (-2.7)( 0.3) 
他のアジア太平 ( D ) 3, 029 5, 693 3, 389 -2, 304 
洋 ( 8.1) (11. 0) ( 2.8)( 6.6) 
働かアメ| -1. 2ぺ 5.9ペ 3.6ぺ -2, 305 リカを除く途上国 (14.7) ( 9.0) ( 6.9)(11.5) I ( 2.1)( 7.1) 
〈注) 1) この表はアメリカの，アメリカの多国籍企業の在外子会社に対する輸入，輸出額を示している。
2) ()は各年の世界合計を 100 とする構成比， [ J は 4 年聞の年平均増加率である。
〈出所) U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, various issues. 
字から 6 億ド、ルの赤字へ67億ドルも悪化した。在外子会社を地域別にみてみると，輸入が著し
く増加しているのは先進国ではヨーロッパと日本，途上国ではラテンアメ 1) カである。これら
の在外子会社への輸出はとくに増大しているとはいえない。こうしてアメリカはそれぞれの在
外子会社に対する貿易収支を悪化させている。ヨーロッパに対しては28億ドル，日本に対して
は29億ド、ル，ラテンアメ 1) カに対しては17億ドルの悪化で、ある。電機・電子産業の多国籍企業
のアウトソーシング戦略が注目されている他のアジア・太平洋については正確な実態がつかめ
ない。しかし，他のアフリカや中東の占める比重は小さいので，途上国合計からラテンアメリ
カをひいたものが他のアジア・太平洋だとしてみよう。そうすると輸入の伸びも小さく貿易収
支の悪化額も 11億ドルにとどまっているのがわかる。だが，赤字の額は23億ドルで、日本につい
で大きいということには注目しておかなければならない。
このような，アメリカの多国籍企業の在外子会社からの輸入が急増し，輸出が停滞している
とし、う現象はどのように説明できるだろうか。多国籍企業によるアウトソーシングの場合は，
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一般的には絶対額として貿易収支の赤字が増大してくるが，輸入の増加率が輸出の増加率をた
えず上回るとは考えにくし、。それは輸入と輸出の同じベースでの増大を生み出すはずである。
だとすると，さきの現象はアウトソーシングがさらに発展し，現地での原材料その他の調達が
すすみつつあるか，あるいはさらに親会社が在外子会社に対して全般的に競争力を喪失し依存
を一層強めつつある現象だと理解することができる。それはアメリカという国の貿易収支の悪
化の一部を構成していると同時に，その悪化をもたらし，さらにそれを著しくしてしまいかね
ない要因なのである。
次に，アメリカ以外の多国籍企業の在アメリカ子会社の貿易をみていこう。この表 II-2 も
表 II -1 と同じように，貿易の一方の当事者は親会社に限定されていなし、。しかしこの場合も
やはり子会社の貿易の多くの部分は親会社との聞の企業内貿易であると考えておきたい。
製造業合計をみてみると，輸出は絶対額として減少しているにもかかわらず，輸入は年平均
13.8% も増加し，貿易収支は87億ドルも悪化している。これをアメリカに対して直接投資が急
増している高研究集約度産業とそれ以外に分けてみよう。高研究集約度産業には，化学，機械，
電機・電子，輸送機器が含まれる。これらの産業は製造業合計に比べて，輸入，輸出ともわず
表 IT-2 アメリカ以外の多国籍企業の在アメリカ子会社の貿易収支(製造業，全子会社)
(単位: 100万ドル〉
1982年 1986年
輸入 輸出 収支 輸 入 輸 出 収 支
製造業合計| 12, 386 12, 883 20, 791 12, 573 -8, 218 (100) (100) [13.8J (100) [ -0. 6J (100) 
食 料 1, 435 597 -838 1, 511 439 -1 , 072 
(11. 6) ( 4.6) [ 1.3J ( 7.3) [-7. 4J( 3.5) 
化 学 2, 759 4, 722 1, 963 4, 492 5, 354 862 
(22.3) (36. 7) [13. OJ (21. 6) [ 3.2J(42. 6) 
金 属 1, 452 1, 153 -299 3, 355 1, 206 一 2， 149 
(11. 7) ( 8.9) [23. 3J (16. 1) [ 1.1J ( 9.6) 
機 械 1, 441 1, 905 464 2, 182 1, 222 -960 
(11. 6) (14.8) [10. 9J (10.5) [ -10. 5J ( 9.7) 
電機・電子 1, 718 1, 554 -164 4, 370 2, 089 -2, 281 
(13.9) (12.1) [26. 3J (21. 0) [ 7.7J (16.6) 
輸 送 機 器 1, 702 1, 441 -261 2, 275 1, 099 -1 , 176 I 
(13.7) (11. 2) [ 7.5J (10.9) [ -6. 5J ( 8. 7) 
そ の 他 1, 878 1, 510 -368 2, 605 1, 163 -1 , 442 
(15.2) (11. 7) [ 8.5J(12. 5) [ -6. 3J ( 9.2) 
(参 産高研業究合集計約度 7, 620 9, 622 2, 002 13, 319 9, 764 -3, 555 (61. 5) (74.7) [15. OJ (64. 1) [ O.4J(77. 7) 
考それ以外の産 4, 766 3, 261 -1 , 505 7, 472 2, 809 -4, 663 
業合計 (38.5) (25.3) [11. 9J (35.9) [ -3. 7J (22.3) 
(注) 1) この表は，アメリカ以外の多国籍企業の在アメリカ子会社による輸入，輸出額を示している。
2) 産業区分は子会社による。
3) ()は各年の製造業合計を 100 とする構成比， [ J は 4 年間の年平均増加率である。
(出所) U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, various issues. 
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かに高い増加率を示している。 1986年には 4 つの産業の輸入は全体の64.1%，輸出では77.7%
を占めるにいたった。その中でもとくに電機・電子は，輸出が増大しているが，輸入がそれを
はるかに上回る増加を示しているので，貿易収支は21億ドルも悪化している。
このようなアメリカ以外の多国籍企業の在米子会社の輸入の一方的な増大は，その子会社に
よる現地生産がこれから本格的に展開されていくのにともなってさらに進むだろうと考えられ
る。表]J -1 でみたようなアメリカの多国籍企業のアウトソーシングの場合は，一般的にいえ
ば輸入も増大するが輸出も同じように増える。しかし，アメリカに対する直接投資は主にアメ
リカ市場において販路を拡大するために行われる場合が多いので，現地生産がすすめばすすむ
ほど一方的に輸入が増え続けるのである。今日，直接投資がアメリカに集中するという傾向を
強めているので，このような輸入がアメリカの貿易に与える影響は一段と大きくなってくるだ
ろう。
表]J -1 と]J -2 を]J -3 にまとめアメリカの工業製品の貿易全体と比較してみよう。アメ
リカの工業製品貿易は，後の表皿-1 もあわせて参照すればさらに明確になるが，この 4 年間
に著しく変化した。輸出はほとんど増えていないのに輸入が急激に増大しほぼ倍ちかし、金額に
なった。 4 年間の貿易収支の悪化額は1322億ドルに達する。アメリカの，アメリカ多国籍企業
在外子会社との貿易と，アメリカ以外の多国籍企業の在アメリカ子会社の貿易を多国籍企業関
連の貿易として④欄で合計してみる。そうすると，どちらの場合の輸入の増加率も高いので，
その合計の輸入の増加率も 13.6%に達する。ただし国としてのアメリカの輸入額が年平均18.2
%も増加しているので，多国籍企業関連の輸入が国の輸入に占める比重は28.9%から24.7%に
低下した。輸出はアメリカ以外の多国籍企業の在アメリカ子会社の輸出が減少しているので，
表Il -3 アメリカの貿易に占める多国籍企業の比重〈製造業，全子会社〉
(単位: 100万ドノレ〉
アメリカの工業製 アメリカのアメリ アメリカ以外の多子 貿多易国@籍十企③業=関④連の I 子カ多会社国籍と企の業貿在易外② 会国社籍企の業の在米品の貿易 ① 貿易 ③ 
輪 1982年 150, 622 (100) 31, 107(20.7) 12, 386( 8.2) 43, 493(28.9) 
入 1986年 293, 781 (100) 51, 645([ 17.6>] 20, 791([ 7.1>] 72, 436([ 24.7>][18.2 13.5 13.8 13.6 
輸 1982年 144, 103 (100) 37, 180(25.8) 12, 883( 8.9) 50, 063(34.7) 
出 1986年 155, O70(1090]> 51, 055([ 32.9]> 12, 573( 8.1) 63, 628([41.0]>[ 1. 8.3 [ -0.6 6.2 
収 1982年 -6, 519 6, 073 497 6, 570 
支 1986年 -138, 711 -590 -8, 218 -8, 808 
〈注) 1) アメリカの工業製品の貿易は SITC5~8 の合計である。
2) ()はアメリカの貿易額を 100 とする比重， ( J は 4 年間の年平均増加率である。
(出所〉 アメリカの貿易:国際連合統計局『貿易統計年鑑』各年版。
多国籍企業の貿易:表Il-l， 2 に同じ。
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多国籍企業関連の輸出の増加率は 6.2%にとどまっている。それで、もアメリカの国としての輸
出がほとんど増えていないので，多国籍企業関連の輸出が国の輸出に占める比重は41. 0%まで
上昇した。この結果，多国籍企業関連の貿易収支はわずか 4年間に 154億ドル悪化し， 1986年
には88億ドルの赤字になった。そして注目されるのは，この赤字の増大にアメリカ以外の多国
籍企業の在外子会社の貿易が非常に貢献しているという事実である。それによる 4年間の赤字
の増大額は87億ド、ル， 1986年の赤字は82億ドルにものぼっているのである。
これらの表からアメリカ多国籍企業の国際競争力の低下が全般的に進行しているのがわかる。
在外子会社との聞の貿易収支の悪化は，アメリカの多国籍企業の生産活動がますます海外に強
く依存しつつあることを示している。またアメリカへの直接投資が急増し，現地生産の拡大に
ともなって輸入が急激に増大しつつあるという事実は，アメリカの国内においてもアメリカの
多国籍企業がその優位を失いつつあることを意味している。そして，今日の直接投資の動向か
ら判断すると，ますます重要になってくるのがこの後者の動きである。
アメリカ以外の多国籍企業の在アメリカ子会社が，アメリカ，そして世界の貿易に与える影
響を，今度は日本の側のデータを使って検討してみよう。日本の多国籍企業についての最も包
括的な調査である『海外投資統計総覧』は，アメリカのセンサスに比べてカバー率が低く，そ
の調査結果をすべての日本の企業の動向を判断する材料として取扱うことはできない。また，
それはすでに 3 回出版されているが，その 3 回の調査結果を相互に比較し多国籍企業の動向の
変化の側面に注目するのもさきの理由で不適切である。以上の点を念頭においたうえで，日本
の多国籍企業の在外子会社の親会社との貿易の現状をまとめた表l[ -4 をみてみよう。
これをみるとまず在アメリカ子会社と在アジア子会社の全体に占める比重が非常に高いのが
わかる。またこの表では電気機械産業だけをとり出したが，この産業の子会社が，全在外子会
社とアメリカ，アジアの子会社のそれぞれの全体に占める比重もかなり高い。
そこで以下では在アメリカ子会社と在アジア子会社，とりわけ電気機械の子会社の性格の相
違に注目しながら検討をすすめてみる。在アメリカ子会社は製造業合計でも電気機械でも輸出
に比べて輸入が圧倒的に多い。在アメリカ子会社は主に現地市場での販売を目的にして設立さ
れるので，本格的な生産活動が始まると一方的に輸入が増大するようになるからである。その
結果貿易収支の赤字も急激に増えてくる。たとえば， 1986年度の電気機械の在アメリカ子会社
の貿易赤字6200億円は全在外子会社の貿易赤字7880億円のなんと 78.7%にもなる。
これに対して在アジア子会社の性格はかなり異なっている。在アジア子会社の生産活動の目
的は現地市場での販売ではなく，現地の低賃金労働力を活用したアウトソーシングであること
が多い。したがって他の子会社に比べるとかなり輸出が多い。表からもわかるようにすべての
年度で，在外子会社の輸出のうち在アジア子会社の輸出が最も多くなっている。また在アジア
子会社の貿易収支は在アメリカ子会社に比べると赤字は小さく，場合によっては1986年度のよ
うに黒字になっていることもある。
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表 ll-4 日本多国籍企業在外子会社の親会社との貿易(製造業〉
(単位: 10億円〉
1980年度 1983年度 1986年度
輸入輸出収支 輸入輸出収支 輸入輸出収支
製造業世界合計 1, 182 460 966 542 1, 409 621 -788 
先 進 国 計 619 148 -471 643 167 -476 1, 116 159 -957 
:lt 米 476 119 -357 557 104 -453 763 115 -648 
(アメリカ) (一〉 (一〉 (一〉 (537) (77) (-460) (726) (97) (-629) 
ヨ』ーロッノミ 55 55 47 15 -32 291 18 -273 
(E C) (一) (一〉 (一〉 ( 43) ( 3) ( -40) (273) (17) (-256) 
オセアニア 88 29 -59 39 48 9 62 26 -36 
途 上 国 2十 564 311 -253 322 374 52 303 518 215 
中 南 米 58 93 35 27 52 25 22  -20 
ア ジ ア 477 218 -259 283 187 -96 278 387 109 
(アセアン〉 (一〉 (一〕 (一〕 (164) ( 52) (-112) ( 96) (103) ( 7) 
中 東 6 6 1 135 134 1 129 128 
ア フ リ カ 23 -23 1 -11 2 -2 
電気機械世界合計 598 117 588 98 1, 006 156 -850 
北 米 341 3 -338 457 10 -447 656 17 -639 
(アメリカ〉 (一) ( -) (一〉 (445) ( 10) (-435) (637) ( 17) (-620) 
ア ジ ア 160 114 -46 85 86 1 150 101 -49 
(アセアン〉 (一〉 ( -) ( -) ( 20) ( 13) (-7) ( 49) ( 17) (-32) 
(注) 1) 1986年度については世界合計と各地域の内訳の合計があわないが，それぞれそのままの金額を掲載した。
(出所) 通産省『海外投資統計総覧』第 1 回~第 3 回。
次に表1I -5 で電気機械の在北米子会社と在アジア子会社の親会社との貿易を品目別にみて
みよう。残念ながらこのデータは1980年度についてしかえられなし、。品目別企業内貿易のデー
タはアメリカにもない非常に貴重なデータである。
在アメリカ子会社はすでに指摘したように，親会社に対する輸出はほとんどない。輸入の
54.3%は電子機器用・通信機器用部分品である。在アジア子会社も最も輸入が多いのはその部
品である。在アジア子会社の場合は電子機械部分品が同じように多く，両者を合計すると輸入
の89.4%になる。一方輸出は電子機器用・通信機器用部分品だけでなく，ラジオテレビ受像機，
電気音響機械器具や民生用電気機械器具などの完成品も多くなる。この 2 つの完成品だけで全
輸出の54.3%を占めている。このようにみてくると， 日本の多国籍企業もアメリカと同じよう
に，途上国に対して標準化された労働集約工程を移転し，途上国の安い賃金を活用して安いコ
ストの製品を本国に供給するという活動を展開しているのがわかる。最近の日本の直接投資が
アメリカに対して集中しているのでこうした点が見落されがちである。しかし，早晩日本の多
国籍企業もこのような形態でのグローバル化をも促されていくだろう。その点についての検討
は機会を改めるとして，ここでは日本側の資料を検討してみても，在アメリカ子会社はその他
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表 ll-5 日本多国籍企業在外子会社の親会社との品目別貿易， (電気機械器具， 1980年度〕
在北米子会社
輸入 輸出
総 メ口L 計 168, 936 2, 951 
産業用電気機械器具 1, 442 
民生用電気機械器具 2, 681 59 
電気照明器具
ラジオテレビ受信機， 23, 413 
電気音響機械器具
その他の通信機械器具 28, 740 2, 658 
電子計算機，同付属装置 13, 311 
その他の電子応用装置 3, 391 
電子機器用・通信機器 91 , 670 130 
用部分品
その他の電子機械器具 710 104 
電子機械部分品 3, 578 
(注) 1) この品目別輸出入高に商業は含まれていない。
(出所〉 通産省『海外投資統計総覧』第 1 因。
収 支
-1 , 442 
-2, 622 
-23, 413 
-26, 082 
一 13， 311
-3, 391 
-91 , 540 
-606 
一 3， 578
(単位: 100万円〉
在アジア子会社
輸入 輸出 収 支
154, 147 105, 447 -48, 700 
3, 465 2, 039 -1 , 426 
1, 720 20, 112 18, 392 
82 82 
1, 398 37, 167 35, 769 
3, 734 1, 344 -2, 390 
2, 739 2, 739 
4, 506 5, 245 739 
78, 111 30, 071 -48, 040 
1, 486 962 -524 
59, 727 5, 686 -54, 041 
の地域の子会社とは異なって，そこでの生産活動の本格的な展開にともなって一方的に輸入を
増大させる可能性が高いという結論を導くことができるだろう。
最後に多国籍企業による貿易の今日の基本的な特徴についてもう一度簡単にふれておきたい。
従来，多国籍企業による貿易といえばとりあげられるのはアメリカの多国籍企業の貿易だけで
あった。それらについてのデータにもとづいて多国籍企業のグローパルな戦略が論じられてき
た。しかし，アメリカの多国籍企業の国際競争力が低下し，直接投資もめだって停滞し始めて
いる今日，多国籍企業の貿易について異なった角度からの検討が必要になっている。
現在，世界の直接投資の最も顕著な特徴はアメリカ以外の先進国の研究集約度の高い企業の
アメリカへの直接投資の増大で、ある。研究集約度の高い企業の企業内貿易比率はアメリカ以外
の先進国の企業の場合でも高い。したがって，以上のような直接投資の増大にともなって，ア
メリカ以外の先進国の多国籍企業の親会社と在アメリカ子会社の聞の企業内貿易がアメリカの
貿易全体に与える影響は強まってくるだろう。それはおそらくアメリカの貿易収支の赤字の増
大に貢献するたけで、なく，その内容がますますアメリカ以外の先進国の多国籍企業によって決
定されていくとし、う結果をもたらすだろう。その意味で，それはアメリカに新たな利害の対立
を生み出す可能性がある。
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11. 商品と資本のアメリ力への集中
すでに何度も指摘したように， 80年代における世界経済の最大の特徴は商品と直接投資さら
にはその他の資本のアメリカへの集中である。 E ではこのような現象の背景を，多国籍企業の
グローパルな展開とそれによる企業内貿易の増大に求めてみた。 Eでは多国籍企業の役割と，
それに対する市場の対応をより広い観点からとらえ直したうえで，すで、に述べたような集中と
その密接な連闘がなぜ生まれているのか，またそれがもたらしている問題は何かを考えてみた
し、。
まず，商品と資本のアメリカへの集中という事実をあらためてアメリカをめぐる商品と直接
投資の動きとしてまとめてみよう。表ill-1 はアメリカの工業製品と技術集約的製品の貿易を
1970 年から86年までについて一覧にしている。工業製品とは SITC の 5 から 8 までの合計で
あり，技術集約的製品はそのうちの 5 と 7 の合計である。
工業製品の貿易は途中何年間かの赤字を除けば 1981年まで、は黒字が続いていた。ところが
表ill-1 アメリカの工業製品と技術集約的製品の貿易
(単位: 100万ドル〉
工業製品合計 技術集約的製品合計
輸 入|輸 支 輸 入|輪 支
1970 25, 907 29, 731 3, 824 12, 622 21 , 859 9, 237 
(100) (100) (48.7) (73.5) 
1971 30, 416 30, 844 428 15, 486 23, 462 7, 976 
1972 34, 282 -3, 467 19, 415 25, 886 6, 471 
1973 44,790 45, 542 752 23, 406 33, 867 10, 461 
1974 56, 203 64, 555 8, 352 28, 691 47, 438 18, 747 
1975 52, 098 72, 116 20, 018 27, 943 54, 885 26, 942 
1976 66, 156 78, 523 12, 367 35, 606 60,067 24, 461 
1977 78, 622 81, 939 3, 317 41 , 958 62, 552 20, 594 
1978 107, 429 96, 789 -10, 640 56, 539 74, 731 18, 192 
1979 119, 563 119, 554 -9 63, 919 91 , 447 27, 528 
1980 131, 940 147, 247 15, 307 72, 793 106, 893 34, 100 
(100) (100) (55.2) (72.6) 
1981 149, 177 158, 410 9, 233 82, 210 118, 851 36, 641 
1982 150, 622 144, 103 -6, 519 85,989 109, 187 23, 198 
1983 170, 746 136, 452 -34, 294 100, 305 104, 674 4, 369 
1984 231 , 926 148, 208 -83, 718 137, 504 115, 666 -21 , 838 
1985 258, 006 150, 654 -107, 352 156, 931 119, 391 -37, 540 
1986 293, 781 155, 070 -138, 711 181, 965 121 ,837 -60, 128 
(100) (100) (61. 9) (78.6) 
(注) 1) 工業製品は SITC の 5 から 8 までの合計，技術集約的製品は 5 と 7 の合計である。
2) ()は工業製品を 100 とする技術集約的製品の比重である。
(出所〉 国際連合統計局『貿易統計年鑑』各年版。
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1982年以降は恒常的な赤字におちいり， 86年の赤字額は1387億ドルにも達した。とくに1983年
以降は輸出が停滞しているにもかかわらず輸入が激しく増大している。一方，技術集約的製品
の貿易は1981年まではかなり大幅な黒字を生み出していた。しかしこの製品についても 1982年
からは黒字が減少し， 84年にははじめて赤字になった。 1983年以降の輸入の増加はやはり急激
であり，赤字はいっきに拡大していった。
ところで，ここでアメリカの工業製品の貿易に占める技術集約的製品の比重に注目しておき
たい。輸出については1970年がすでに 73.5 %で86年が 78.6 %であるから，アメリカの工業製
品の輸出はほぼ一貫して技術集約的製品が中心であるのがわかる。そして技術集約的製品にお
ける輸出の停滞はただちに工業製品の輸出の停滞につながるのである。一方，輸入については
1970年が48.7%で， 80年が55.2% ， 86年が61. 9% と大幅に上昇してきた。アメリカの技術集約
的製品の国際競争力が著しく低下し輸出が停滞し始めると，それに対応するようにその製品の
輸入が急激に増大していくのである。それは相互に密接に連関しながら，アメリカの貿易構造
を累積的にぜい弱にしている。
次に表ill-2 でアメリカをめぐる製造業の直接投資の動きをみてみよう。ここでとりあげた
年度は1970年から86年までであるが，この間に行われた対外，対内直接投資のセンサスの結果
はすべて含まれている。それぞれの調査によって評価額の修正が行われているが，本表では新
旧両方の額を掲げ，年平均増加率は同一ベースで計算できるようにしている。
この表によると，アメリカの製造業の対外直接投資は1980年まではかなり高い比率で増大し
ていたが， 80年代に入って停滞し始めた。 1980年には893億ド、ルで、あったが， 86年でも 1049億
表面一 2 アメリカをめぐる直接投資(製造業)
(単位: 100万ドル〉
11970 1 1例日 問新い977旧 間新 1 1980旧 1980新 1 1982旧 1986 
対外直接投①資 ||31 ， O49||51 ， 172 51, 172||66,03362, 019||89, 290 89, 2901|90, 609 83, 452|! 104, 877 
[13.3J I [ 8.9J I [12.9J I [ 0.7J I [5.9) 
対先進②国 |!25， 5721|41 ， 973 41 , 9731|53,709 50, 474|171 , 475 71, 475|1 | 1 
[13.2J I [ 8.6J I [12.3J I [-O.lJ I [7. ,3J 
対途上国 \5， 477\ 9, 200 9 叫2.324 川…川 19.210 川 19.862
対内直接投③資 ||6， 1401|10， 685 10, 3881|14, 030 14, 030||25, 159 32, 9931|44, 065 44, 0651| 71.963 
[14.9J I [10.5J I [21. 5J I [15.6J I [13.0J 
ω1 5.061 4.79 4. 71 3.55 2.06 1. 46 
川 4.16\ 3.93 3.83 2.84 1. 62 1. 18 
(注) 1) (J はそれぞれの期間の同一ベースでの年平均増加率である。
(出所) U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, various issues. 
(10) なお，技術集約的製品に占めるハイテク製品の比重については前掲論文(注 1 )表1I -2 を参照。
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ドルにしか増えていない。一方，対内直接投資はほぼ一貫して増え続けてきた。 1970年の61億
ドルが80年には330億ドノレ，そして86年には720億ドルにまで達した。とくに1977年以降は対外
直接投資と対内直接投資の増加率の差が顕著になる。対外直接投資/対内直接投資比率をとっ
てみよう。 1977年まではあまり大きな変化はみられないが，それ以降は急速に低下し始め， 86 
年には1. 46にまで低下してしまった。やはり直接投資の場合も，アメリカの企業が対外直接投
資を行う力を喪失しはじめたそのときに対内直接投資が急増していくのである。
以上の 2 つの表から，アメリカをめぐる商品と直接投資の動きがかなり一致しているという
ことがあらためて確認で、きる。アメリカの工業製品とりわけ技術集約的製品の輸出が停滞し輸
入が急増するのは1980年代に入ってからである。表ill-2 の直接投資は残高であるので，各残
高を差引きしたものをフローと考えてみる。そうすると対内直接投資が対外直接投資を上回る
のは1980年からである。 1980年(新)から86年までの対外直接投資は 156 億ドノレで、あるのに対
し，対内直接投資は390億ドルで、後者は前者の2.5倍にもなっている。
ところで，技術集約的製品を生産しているのはいうまでもなく技術，研究集約度の高い多国
籍企業である。技術集約的製品の輸出は市場につぎつぎと新たなニーズを生み出し市場を拡大
してし、く。市場の拡大がある水準に達すると直接投資を行う基盤が形成されてくる。直接投資
が行われると，技術，研究集約度の高い多国籍企業は可能なかぎり企業内の取引を増大させよ
うとするから，企業内貿易は増えそれの貿易全体に対する比重も高まってくる。その点につい
てはすでに E でみたとおりである。
だが多国籍企業の活動が貿易に与える影響は決して企業内貿易にとどまらない。多国籍企業
は直接投資によって経営資源の全体をなんらかの形で移転する。経営資源は生産技術からマー
ケティングにいたる企業の内部に集積されている専門的知識と情報の総体である。進出した子
会社が本格的な生産活動を展開するためには現地にかなり広い技術的基盤が必要である。子会
社がその基盤に依存しそれを活用しながら活動していくのにつれて，現地の企業への経営資源
の移転は徐々にではあれすすんでいく。
また移転されるのは経営資源だけではない。多国籍企業とその製品はそれらが成長してきた
国と社会の生産と消費の様式のー構成要素であり，直接投資はその生産と消費の様式の全体を
受入国に浸透させる役割を果たす。新たな生産と消費の様式の浸透は，個人の行動様式の変化
にまでおよぶ深い社会的変動をよびおこす。多国籍企業はこのように受入国独自の企業の発展
を促すことなどをつうじて経済的・技術的レベルで、市場を創出していくだけでなく，より広い
社会的レベルで、それを推進していくのである。
このような多国籍企業の，総体的に市場を創出していく能動的役割こそ，今日の技術集約的
製品の貿易を急速に拡大している最も重要な要因である。私の企業論的アプローチは多国籍企
業のこの役割にとくに注目している。
(11) 私はこのような多国籍企業の役割を「文化変革」的役割とよんでいる。
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多国籍企業の市場創出機能の増大に対応して市場の側の役割にも大きな変化が生まれている。
80年代に入るまでは，最も競争力のある企業はアメリカであり，その強さの基盤は 1 つは技術
開発力であるが，もう 1 つは国内の市場の広大さであった。アメリカの企業は巨大な国内市場
を基盤にしながら技術開発を推進し国際的な展開をはかつてきた。企業と市場は相互依存的に
発展してきた。ところが，最近になってアメリカ企業の国際競争力が著しく低下しているにも
かかわらず，アメリカ市場の主導的な地位にはあまり変化がないという新たな現象が生まねて
きた。ここで注目しなければならないのは，アメリカ市場はこれまでのアメリカ企業の活動に
よってすでにきわめて高い技術的水準に達しているということである。この市場を発展させて
いくためには，この水準をさらに引き上げなくてはならなし、。そのために市場はそこで活動す
る企業の国籍を間わなくなっている。自国の企業に市場創出の能力がなくなっているならば，
積極的に外国の企業を誘致しようとする。つまり市場はこれまでのように企業に対して受動的
な役割に甘んじているのではなく，自らの成長のために必要な資源を世界のあらゆるところか
ら調達しようとする能動的な活動を展開している。市場はその地理的位置を変えることはでき
ないとはいえ，直接投資を含むあらゆる資源を国際的に調達しようとしているという意味で，
その国民的性格を失い国際化しつつあるといえる。
最近のアメリカ経済の特徴はしばしば「過剰支出(消費)J であるといわれる。確かにそれ
を各経済単位の支出が収入を上回っている現象として説明することもできるだろう。しかし私
はそれではあまりにも表面的な理解にとどまっているように思われる。むしろ，それは，アメ
リカ企業の国際的地位の低下にもかかわらず，アメリカに進出してきた外国の多国籍企業に依
存しながら，アメリカの市場が急成長を続けている現象ととらえるべきだろう。多国籍企業の
総体的な市場創出能力と，それを最大限にひきだそうとする市場の能動的な諸活動は，この過
程を推進している 2 つの原動力で、ある。それは急速な.技術革新と企業のグローパル化，そして
企業聞の国際的地位の変動という今日の諸条件が生み出した新たな現象である。
ところで，このような現象は，アメリカをますます輸入依存的な性格に変えてしまう。一方，
アメリカの輸入依存的な性格を自己の成長の条件にしている日本などは，その性格を維持・発
展させるために協力せざるをえなくなる。今日，日本などはアメリカの貿易収支の赤字を補て
んするために巨額の資本を流出させている。 1984年から毎年 800 億ドルをこえる民間資本がア
メリカに流入し続けている。このようなアメリカへの資本の集中は，途上国からの実質上の資
金の流出とあまりにも対照的である。債務危機の顕在化による新規融資の停滞と，元本と利息
の返済の増大によって， 1984年以降途上国からは実質的な資金の流出が増大している。
(12) たとえば『昭和62年版世界経済白書~， 1988年， 97ページや， W1988年ジェトロ白書・貿易編世界と
日本の貿易~， 1988年， 10ページなどを参照。
(13) 新保，前掲書(注 2) 表 4-13および U. S. Dept of Commerce, Survey 01 Current Business, 
March 1988, p. 36. 
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アメリカへ流入している資本の多くは証券投資や銀行貸付である。商品と直接投資だけでは
なく証券投資や銀行貸付もアメリカへ集中しているのである。 1987年10月のアメリカ株式の大
暴落はこのような資本のアメリカへの異常な集中の結果だと考えることができる。今のところ，
株価はかつての水準にもどってはいるが，資本の流れに大きな変化はみられない。
現在，太平洋の新しい成長の極の登場に注目し，その発展に楽観的な展望を抱く見解が支配
的である。成長の極の形成という点についていえば，その見解は正確に現実をとらえていると
いえるだろう。しかし成長の極の形成が同時にその極の内部と外部に著しい不均衡をもたらし
ていること，またその不均衡が貿易から資本移動のあらゆる領域において相互連関的に存在し
ていることが見失なわれてはならない。
さらにこの不均衡の全体が，ここまでのところで述べたような意味で，急速な技術革新と企
業のグローバル化を特徴とする今日の経済発展段階の避けがたい結果で、あることにも注目する
必要がある。おそらくこのような不均衡の累積過程はなおしばらく継続するように思われる。
しかし，不均衡が相互に連関しながら拡大するのにともなって，それが今度は成長を制約する
要因に転化する可能性を増大させている。それは単にアメリカの株式市場の動揺というような
特定の領域における問題の顕在化をもたらすだけでなく，南北問題をはじめとするグローパル
な諸問題を深刻にするおそれを強めているのである。
IV. 世界経済の不均衡と企業論的アプローチ
本節では以上のような現実の理解をふまえて，貿易と資本移動を統一的にとらえる理論的な
枠組は何かを検討してみたい。そのためにまず従来の理論の簡単なサーヴェイを行い，そのう
えで私の企業論的アプローチからの若干の問題提起を試みたし、と思う。
伝統的な国際経済論の最も基本的な特徴はその国民経済論的枠組である。伝統的な貿易理論
の土台になっている比較生産費説にしてもヘクシャー=オリーンの定理にしても，生産要素の
内容が異なっているとはいえ，それらの要素が国際的には移動しないという前提をとっている。
したがって貿易の理論と資本移動の理論とは全く別々の枠組を必要としており，それらを統合
する統一的な枠組はない。これがあまりにも非現実的な前提であるということは多くの人々が
すでに指摘しているとおりである。本節ではこれらの理論にかわって登場してきたさまざまな
理論の特徴は何か，それが資本移動の理論とどのように結びつくのかを検討してみたい。
周知のようにヘグシャー=オリーンの定理に対する最も厳しい批判となったのはレオンチェ
フの逆説である。レオンチェフは1947年のアメリカの貿易構造を統計的に研究して，アメリカ
が資本集約的な財ではなく労働集約的な財を輸出していることを明らかにした。その後登場し
(14) 世界銀行『世界開発報告1988~ ， 1988年，図 1. 100 
(15) その最も代表的な見解は渡辺利夫氏の『西太平洋の時代』文芸春秋， 1989年にみられる。
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てくる新しい貿易理論はこのレオンチェフの逆説の理論的説明であるとさえいえるだろう。グ
レイヴィスの ava;lability 論，グルーベルの製品差別化論，キーシングの労働熱練説などは，
いずれも各国の生産要素の量的構成上の相違ではなく，生産要素の質の相違が貿易のパターン
を決定すると考えている。それらの理論はたとえば，各国やその国の企業の研究開発能力や，
それと密接に結びついているともいえるが労働の熱練度などの相違に注目している。これらの
要因をとりあげていけば必然的に直接投資の理論でとり扱われる経営資源との関連が明らかに
なるはずである。貿易の理論と直接投資の理論を事実上結びつけていくような試みはすでにか
なり早い時期からなされていた。
ここではさきの諸理論と同様の関心から出発し，貿易と資本移動の包括的な理解をめざした
プロダクト・サイクル・モテ、ルをとりあげてみよう。プロダクト・サイクノレ・モデルはまずア
メリカという国の特殊性に注目する。アメリカは所得水準が高く，またすぐれた労働力が非常
に限られている。したがって労働力を節約するための高所得者向けの製品に対する需要が広範
囲に存在し，アメリカはそれらの製品の生産を始める最初の国になる。ところで，このような
製品の生産のためには高度の技術と熟練労働が必要とされる。だからこれらの製品の輸出を含
むアメリカの輸出が，技術あるいは熟練労働集約的な性格を強め，資本集約的であるよりは労
働集約的な特徴をもつのは当然、なので、ある。以上のような意味でウエルズが指摘するように，
プロダクト・サイクル・モデルはレオンチェフの見解と一致するのである。
次にこの高所得者向けの新製品が波及していく過程をみていこう。まず，アメリカで開発さ
れた新製品は，ヨーロッパ諸国で所得水準が上昇していくのにつれてそれらの国に輸出される。
ヨーロッパ諸国も新製品の生産が可能になると，アメリカはヨーロッパ諸国に直接投資を行い，
ヨーロッパ諸国の低賃金を活用しながらヨーロッパ諸国の企業に対抗しようとする。新製品が
標準化されていくのにともなって，生産の担い手は低開発国に移り，先進国のそれらの国に対
する直接投資も行われるようになる。こうしてアメリカは，この製品を当初はヨーロッパ諸国
から，次に低開発国から輸入する国になる。
このように，プロダクト・サイクル・モデルは製品のライフ・サイクルに注目することによ
って，貿易と資本移動を統一的に把握する道を聞いた。そしてこのモデノレの中心にはたえず新
製品を市場に供給し，同時に直接投資を行おうとする担い手がおかれていると考えることがで
きる。すでにこれまでに詳しくみたように，今日では貿易から直接投資へという明確な段階的
な順序がなくなり，貿易と直接投資が同ーの担い手によって同時にすすめられていくという傾
向がさらに強まっているといえるだろう。
(16) 田中喜助・池本清編『貿易の経済学』有斐閣， 1977年の第 4章，池本清『国際貿易論の研究』千倉
書房， 1983年の第 8章，本山美彦編『貿易論のパラダイム』同文館， 1987年の第 2 章などを参照。
(17) The Product Life Cycle and International Trade , Edited by Louis T. Wells, Jr, 1972, 
〈柳原範夫他訳『国際貿易と国際経営』嵯峨野書院， 1976年， 26ページ).
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プロダクト・サイクル・モテ、ノレはその担い手が何かについては詳しくふれていない。私はた
えず新製品を市場に供給し直接投資を行えるのは，ある特定の国全体ではなく，経営資源を内
部に蓄積した企業に限られると考える。当初はそのうちの多数がアメリカ国籍であったとはい
え，どの国においても同じような経営資源をもった企業が成長してし、く可能性があることを忘
れではならない。貿易と資本移動を統一的に把握しようとするプロダクト・サイクノレ・モデル
の問題提起をうけつぐためには，このような企業がプロダクト・サイクルの担い手になってい
ることを明確にしなければならないだろう。以上が私の企業論的アプローチが主張しようとす
る第 1 の点である。
ところで，プロダ、クト・サイクル・モデルは，プロダクト・サイクルをあまりにも段階論的
にとらえすぎていた。アメリカは常に新製品の供給者であり，ヨーロッパ諸国や低開発国はそ
の成果をひきつくれ役割しか果たさないと想定されていた。パーノン自身が後になって認めるよ
うに，このモテ、ルは非現実的で、あった。多国籍企業は決して受動的な存在ではなしそのグロ
ーノミルな展開にともなって受入国の市場を自国の市場と同じような構造に変えてしまった。こ
うしてその国の市場からも新製品が生み出される条件が形成され，アメリカは新製品を供給す
る唯一の市場ではなくなったので、ある。今日このような事態はさらに進展し，アメリカの地位
の低下は一層顕著になっている。
このような多国籍企業による市場の変革はすでに述べたように経営資源の移転から，生産と
消費の様式の浸透にいたる多国籍企業の活動の全体によってもたらされる。私はその「全体
性」に注目して，多国籍企業のそのような機能を「文化変革」的機能とよんでおいた。この場
合， r文化」とは社会システムの総体を意味している。企業論的アプローチは市場の不完全性
と階層組識に注目するために， ともすれば支配を固定的にとらえてしまうことになりかねない。
しかし，私の企業論的アプローチが強調しているように，多国籍企業がその文化変革的機能に
よってその支配の過程で同時にそれをより広い基盤で堀りくずしていく契機を生み出していく
ということにも注目しなければならない。
貿易と直接投資を統一的にとらえようとした包括的な試みの最も代表的なものはプロダクト
・サイクル・モデ、ルで、あった。その試みの成果を受け継ぐためには，そのサイクルの担い手が
経営資源を蓄積した企業であること，またその担い手はそれ自身がもっ市場変革機能によって
たえす守交代する可能性を生み出すことをあらためて明確にしなければならない。以上のような
課題に応えようとした試みの l つが私の企業論的アプローチであるが，企業のグローパルな展
開が世界経済のさまざまな不均衡を累積させてし、く現状をとらえていくためには多くの同様の
試みが求められているように思われる。
(18) Vernon , R.,“The Product Cycle Hypothesis in a New International Environmentヘ Oxford
Bulletin of Economics and Statistics, Vol. 41 , No. 4, November 1979, p. 265. 
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おわりに
最近の急速な技術革新と企業のグローバル化の展開は，新たな世界経済の成長の波をひきお
こした。しかしそれは同時に各国経済の間に著しい不均衡ももたらした。それは商品だけでな
く，直接投資，その他の資本などの著しいアメリカへの集中である。不均衡は技術集約度の高
い製品，あるいはそれを生産している企業の投資についてみると一層顕著である。このような
状態が継続していくならば，すでに存在している南北間格差をはじめとする各国の経済的格差
が拡大する可能性は高くなってくる。各国やそれぞれの企業，個人が自己の経済的利益の追求
だけをめざしていると，このような問題の解決はますます遠のいてしまう。各国政府からそれ
ぞれの国の企業や個人にいたるまであらゆるレベルでの広範な協力の試みが求められているの
である。
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